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(57)【要約】
【課題】従来よりも効果的に媒体の熱を蓄熱剤に伝える
蓄熱システムまたは当該蓄熱システムを搭載する空気調
和機を提供する。
【解決手段】空気調和機１の蓄熱システム１００におい
ては、仕切り板１７０の上方に超音波発生器１８０が搭
載される。そして、制御部５０が、低温の媒体が流れる
際に、超音波発生器１８０を駆動して、仕切り板１７０
や媒体を介して、蓄熱剤に超音波振動を伝達させる。好
ましくは、低温の媒体の循環時には、蓄熱システム１０
０は、入口１１０から媒体を入れ、出口１２０から媒体
を出す。中温の媒体の循環時には、蓄熱システム１００
は、出口１２０から媒体を入れ、入口１１０から媒体を
出す。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　温熱および／または冷熱を伝熱させた媒体を通すことによって蓄熱するための蓄熱シス
テムであって、
　蓄熱槽と、
　前記蓄熱槽内に横置きに積層配置され、蓄冷材を含む複数の蓄熱容器とを備え、
　前記蓄熱槽は、下部に前記媒体の入口が設けられ、上部に前記媒体の出口が設けられる
、蓄熱システム。
【請求項２】
　低温の媒体の循環時には、前記入口から前記媒体を入れ、前記出口から前記媒体を出し
、
　中温の媒体の循環時には、前記出口から前記媒体を入れ、前記入口から前記媒体を出す
、請求項１に記載の蓄熱システム。
【請求項３】
　前記蓄熱槽から流出した前記媒体の少なくとも一部を前記入口に戻すためのバイパス回
路をさらに備える、請求項１または２に記載の蓄熱システム。
【請求項４】
　前記蓄熱槽を前段部と後段部とに仕切るための仕切り部をさらに備え、
　前記複数の蓄熱容器は、前記前段部と前記後段部とに分かれて配置され、
　前記仕切り部は、低温の媒体の循環時は下降することによって前記前段部の上部と前記
後段部の上部とを連通させ、中温の媒体循環時は上昇することによって前記前段部の下部
と前記後段部の下部とを連通させる、請求項１から３のいずれか１項に記載の蓄熱システ
ム。
【請求項５】
　前記蓄熱剤に超音波振動を伝えるための超音波発生部をさらに備える、請求項４に記載
の蓄熱システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、温熱および／または冷熱を伝熱させた媒体を循環させることによって蓄熱す
ることのできる蓄熱システムおよび当該蓄熱システムを搭載する空気調和機の技術に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　近年、夏期において昼間冷房等の電力需要の増大により、昼夜の電力需要差が増大して
いる。このような夏期における昼夜の電力需要差を少なくする方法の一つとして、夜間電
力を有効に活用することが考えられる。
【０００３】
　これまで、このような有効利用の具体例として、夜間電力を利用して水を氷結させ、氷
の潜熱を利用した氷蓄熱システムが多く提案されている。氷蓄熱システムは、水が氷にな
る際の潜熱を冷熱として蓄熱し、冷熱の必要なときに解氷して冷熱を取り出すようにした
システムである。
【０００４】
　しかしながら、このような氷蓄熱システムにおいては、氷結が進むと、ブラインと氷と
の間の伝熱が悪くなり、また氷結時に氷は水よりも体積が大きくなるので蓄冷容器が破壊
されることもある。これを解決する蓄冷システムとして、蓄冷容器内に高吸水性樹脂を充
填し、蓄冷時に冷凍機により冷却された媒体により高吸水性樹脂に保持された水を氷結さ
せ、氷の潜熱により蓄冷するシステムが提案されている。たとえば、特開平０２－２１９
９３３号公報（特許文献１）および特開平０５－２６４０７４号公報（特許文献２）など
があげられる。
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【０００５】
　このシステムは、前述したように、蓄冷容器中に水を保持した高吸水性樹脂を充填し、
高吸水性樹脂に保持された水を氷結させるものである。夜間など冷房負荷が比較的少ない
ときはこのようにして冷熱を氷の潜熱の状態で蓄えるものであるため、従来の氷冷却シス
テムに比べ、伝熱の面で有利であることに加え、蓄冷容器をコンパクト化することができ
、しかも安全性の点で格段の進歩がある。
【０００６】
　しかしながら、従来の蓄冷システムは、高吸水性樹脂中の水分の凍結、解凍を利用する
ものであり、従来のような管外に氷を付着させる方法ではないため、エネルギー的に有利
な方法であるといえるが、高吸水性樹脂が耐久性に優れる必要があることに加え、高吸水
性樹脂中の水分が熱媒体中に浸出しないことが必須である。すなわち、これらの方法では
、高吸水性樹脂の種類とそれに組み合わせる熱媒の選択が重要であり、高吸水性樹脂が高
価であることに加え、蓄熱・放熱の運転も極めて慎重に行う必要がある。すなわち、高吸
水性樹脂を用いた長期に安定に使用可能な蓄熱システムを実用化することはかなり困難で
ある。
【０００７】
　また、蓄熱効率を上げるために蓄熱剤の改良の面から検討することは非常に有意義では
あるが、有効な蓄熱剤を見出すことはかなり困難である。このような状況下においては、
蓄熱槽自体の構造の面から検討することは非常に重要である。従って、蓄熱槽の構造の面
から検討を加えた、蓄熱効率のよい蓄熱槽、蓄熱システム、及び、加熱冷却方法も提案さ
れている。たとえば、特開２００４－１０８７６１号公報（特許文献３）があげられる。
【０００８】
　より詳細には、特許文献３においては、第１に、槽内に蓄熱剤又は蓄冷剤を充填した筒
状の金属容器を接触しないように配列した蓄熱槽であって、該蓄熱槽の断面における筒状
の金属容器の総断面積が蓄熱槽断面積の５０％～９５％であることを特徴とする蓄熱槽と
している。第２に、少なくとも、温熱蓄熱槽、熱媒ポンプ、加熱手段、熱交換器、及び、
これらを連結するラインから構成される温熱蓄熱システムであって、該温熱蓄熱槽とし 
て、槽内に、蓄熱剤又は蓄冷剤を充填した筒状の金属容器を接触しないように配列し、か
つ槽の断面における筒状の金属容器の総断面積が槽断面積の５０％～９５％である蓄熱槽
を使用することを特徴とする温熱蓄熱システムである。第３に、少なくとも、冷熱蓄熱槽
、熱媒ポンプ、冷凍手段、交換器及びこれらを連結するラインから構成される冷熱蓄熱シ
ステムであって、該冷熱蓄熱槽として、槽内に、蓄熱剤又は蓄冷剤を充填した筒状の金属
容器を接触しないように配列し、かつ槽の断面における筒状の金属容器の総断面積が槽断
面積５０％～９５％である蓄熱槽を使用することを特徴とする冷熱蓄熱システムである。
第４に、加熱手段により加熱された熱媒を蓄熱剤が充填された蓄熱槽に循環して蓄熱し、
しかる後、蓄熱されたエネルギーにより負荷流体を加熱することにより加熱手段の負荷を
小さくすることを特徴とする加熱方法である。第５に、冷却手段により冷却された熱媒を
蓄冷剤が充填された蓄熱槽に循環して蓄冷し、しかる後、蓄冷されたエネルギーにより負
荷流体を冷却することにより冷却手段の負荷を小さくすることを特徴とする冷却方法であ
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平０２－２１９９３３号公報
【特許文献２】特開平０５－２６４０７４号公報
【特許文献３】特開２００４－１０８７６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、特許文献３のような、下から通水し直上に出水するといった方法では、
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比重のため、冷媒体の通水時は下の方ばかり凍結が進行し、熱媒体の通水時は上の方ばか
り溶解してしまい、均一に使用できないという課題があった。
【００１１】
　本発明は、このような課題を解決することを目的としており、従来よりも効果的に媒体
の熱を蓄熱剤に伝える蓄熱システムまたは蓄熱システムを搭載する空気調和機を提供する
ことを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　この発明のある態様に従うと、温熱および／または冷熱を伝熱させた媒体を通すことに
よって蓄熱するための蓄熱システムが提供される。蓄熱システムは、蓄熱槽と、前記蓄熱
槽内に横置きに積層配置され、蓄冷材を含む複数の蓄熱容器とを備える。前記蓄熱槽は、
下部に前記媒体の入口が設けられ、上部に前記媒体の出口が設けられる。
【００１３】
　好ましくは、低温の媒体の循環時には、蓄熱システムは、前記入口から前記媒体を入れ
、前記出口から前記媒体を出す。蓄熱材の凝固点より高い温度の中温の前記媒体を前記入
口から循環するときは、蓄熱システムは、前記出口から前記媒体を入れ、前記入口から前
記媒体を出す。
【００１４】
　好ましくは、蓄熱システムは、前記蓄熱槽から流出した前記媒体の少なくとも一部を前
記入口に戻すためのバイパス回路をさらに備える。
【００１５】
　好ましくは、蓄熱システムは、前記蓄熱槽を前段部と後段部とに仕切るための仕切り部
をさらに備える。前記複数の蓄熱容器は、前記前段部と前記後段部とに分かれて配置され
る。前記仕切り部は、蓄熱材の凝固点より低い温度の低温の前記媒体を前記入口から循環
するときは下降することによって前記前段部の上部と前記後段部の上部とを連通させ、中
温の媒体循環時は上昇することによって前記前段部の下部と前記後段部の下部とを連通さ
せる。
【００１６】
　好ましくは、蓄熱システムは、前記蓄熱剤に超音波振動を伝えるための超音波発生部を
さらに備える。
【００１７】
　好ましくは、前記蓄熱剤は、水の含有量が５０％以上である。
【００１８】
　好ましくは、前記媒体は、空気調和機において温熱および／または冷熱を伝熱させられ
たものである。
【００１９】
　この発明の別の局面に従うと、上記の蓄熱システムを備える空気調和機が提供される。
前記媒体は、前記空気調和機の暖房および／または冷房サイクルにて発生する温熱および
／または冷熱を伝熱させられたものである。
【発明の効果】
【００２０】
　以上のように、この発明によれば、従来よりも効果的に媒体の熱を蓄熱剤に伝える蓄熱
システムまたは蓄熱システムを搭載する空気調和機が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】第１の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す概略図である。
【図２】第２の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す概略図である。
【図３】第２の実施の形態にかかる低温の媒体を４時間流した後に中温の媒体を２時間流
した時の蓄熱槽１０１を経由した媒体の温度の変化を示すグラフである。
【図４】第２の実施の形態にかかる中温の媒体の通水開始時を起点としたΔＴ（＝注水温
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度-出水温度）の変化を示すグラフである。
【図５】第２の実施の形態にかかる低温の媒体の通水による凍結後に各種通水速度で中温
の媒体を通水したときの熱交換量の変化を示すグラフである。
【図６】第４の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す概略図である。
【図７】第４の実施の形態にかかる制御部５０の処理を示すフローチャートである。
【図８】第５の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す第１の概略図である。
【図９】第５の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す第２の概略図である。
【図１０】第５の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す第３の概略図である
。
【図１１】第６の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す第１の概略図である
。
【図１２】第６の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す第２の概略図である
。
【図１３】第７の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す正面概略図である。
【図１４】第８の実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、図面を参照しつつ、本発明の実施の形態について説明する。以下の説明では、同
一の部品には同一の符号を付してある。それらの名称および機能も同じである。したがっ
て、それらについての詳細な説明は繰り返さない。
　＜第１の実施の形態＞
　＜空気調和機の全体構成＞
【００２３】
　まず、図１を参照しながら、本実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成について説
明する。なお、図１は、本実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す概略図であ
る。
【００２４】
　図１を参照して、本実施の形態にかかる空気調和機１は、主に、蓄熱システム１００と
、空気調和機１の主な機能としてのヒートポンプサイクル１０とを搭載する。そして、蓄
熱システム１００は、主に、蓄熱槽１０１と、蓄熱槽１０１の内部に配置される複数の蓄
熱容器１３０，１３０・・・と、ポンプ１４０と、制御部５０とを含む。
【００２５】
　複数の蓄熱容器１３０，１３０・・・の各々には、蓄熱剤が充填されている。複数の蓄
熱容器１３０，１３０・・・は、横に寝かされた状態で、鉛直方向に積層されている。蓄
熱槽１０１は、複数の蓄熱容器１３０，１３０・・・とヒートポンプサイクル１０との間
で熱交換するための媒体が流れたり、蓄えられたりする。
【００２６】
　蓄熱槽１０１は、下部の一端側に、媒体が注入されるための注入口１１０が１または複
数形成され、上部の他端側に、媒体が吐出されるための吐出口１２０が１または複数形成
されている。そして、注入口１１０の近傍には、空気調和機１のヒートポンプサイクル１
０から蓄熱槽１０１へと媒体を送るためのポンプ１４０が配置される。
【００２７】
　本実施の形態においては、ポンプ１４０は、蓄熱槽１０１の直前に配置される。ポンプ
１４０は、制御部５０によって制御される。つまり、制御部５０は、ポンプ１４０を駆動
することによって、空気調和機１のヒートポンプサイクル１０で伝熱された媒体を注入口
１１０を通して蓄熱槽１０１へと注入し、吐出口１２０を通して媒体を空気調和機１のヒ
ートポンプサイクル１０へと返す。
【００２８】
　なお、図１（Ａ）の矢印は、低温（－５～＋５℃）の媒体の流れる方向を示し、図１（
Ｂ）の矢印は、中温（＋１５～＋２５℃）の媒体の流れる方向を示している。本実施の形
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態においては、低温時と中温時における媒体の流れる方向が同じである。そして、制御部
５０が、温度センサ１１１からの注入される媒体の温度や、温度センサ１２１からの吐出
される媒体の温度や、２つの温度の差、などに基づいて、ポンプ１４０の駆動量を制御す
る。
【００２９】
　なお、蓄熱容器１３０，１３０・・・の各々は熱伝導率が大きい材料で形成されること
が好ましい。例えば、アルミニウムステンレスといった金属容器やアルミパウチといった
金属蒸着容器などのような、蓄熱剤パッケージの少なくとも一部に１００Ｗ（ｍ・Ｋ）以
上の材料が用いられることが望ましい。あるいは、樹脂容器の一部に金属材を用いたり、
樹脂材に伝熱性の高い樹脂フィラーを添加したり、するなどして蓄熱容器１３０の伝熱性
の向上を図っても良い。
【００３０】
　以上の構成により、本実施の形態にかかる蓄熱システム１００は、空気調和機１のヒー
トポンプサイクル１０で伝熱された媒体を、横置きに配置された複数の蓄熱容器１３０，
１３０・・・の間を通しながら、蓄熱槽１０１の下方から上方へと流すので、従来よりも
効率的に媒体が有する熱を蓄熱容器１３０，１３０・・・内の蓄熱剤に伝えることができ
る。
　＜第２の実施の形態＞
【００３１】
　第１の実施の形態においては、蓄熱システム１００は、常に、蓄熱槽１０１の下部から
媒体を注入し、蓄熱槽１０１の上部から媒体を吐出するものであった。しかしながら、本
実施の形態においては、低温の媒体を蓄熱槽１０１に供給する場合と、中温の媒体を蓄熱
槽１０１に供給する場合とで、媒体の流れる向きを切り替えるものである。
【００３２】
　図２は、本実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す概略図である。図２を参
照して、本実施の形態にかかる空気調和機１も、主に、蓄熱システム１００と、空気調和
機１のメインのヒートポンプサイクル１０とを搭載する。そして、蓄熱システム１００は
、主に、蓄熱槽１０１と、蓄熱槽１０１の内部に配置される複数の蓄熱容器１３０，１３
０・・・と、ポンプ１４０と、制御部５０とを含む。
【００３３】
　複数の蓄熱容器１３０，１３０・・・の各々には、蓄熱剤が充填されている。複数の蓄
熱容器１３０，１３０・・・は、横に寝かされた状態で、鉛直方向に積層されている。蓄
熱槽１０１は、複数の蓄熱容器１３０とヒートポンプサイクル１０との間で熱交換するた
めの液体の媒体が流れたり、蓄えられたりする。
【００３４】
　蓄熱槽１０１は、下部の一端側に、媒体が注入されるための注入口１１０が１または複
数形成され、上部の他端側に、媒体が吐出されるための吐出口１２０が１または複数形成
されている。そして、注入口１１０の近傍に、空気調和機１のヒートポンプサイクル１０
から蓄熱槽１０１へと媒体を送るためのポンプ１４０が配置される。ポンプ１４０は、蓄
熱槽１０１の直前、すなわち蓄熱槽１０１の低温時における媒体の上流側に配置される。
ポンプ１４０は、制御部５０によって制御される。
【００３５】
　より詳細には、本実施の形態においては、図２（Ａ）に示すように、制御部５０は、温
度センサ１１１からの蓄熱槽１０１に注入される媒体の温度や、温度センサ１２１からの
蓄熱槽１０１から吐出される媒体の温度に基づいて、注入口１１０での媒体の温度が蓄熱
材の凝固点より低い低温（例えば－５～＋５℃）である場合には、ポンプ１４０を順方向
に駆動することによって、下部の注入口１１０から媒体を蓄熱槽１０１に注入し、上部の
吐出口１２０から媒体を吐出させる。
【００３６】
　一方、図２（Ｂ）に示すように、制御部５０は、温度センサ１１１からの蓄熱槽１０１
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に注入される媒体の温度や、温度センサ１２１からの蓄熱槽１０１から吐出される媒体の
温度に基づいて、注入口１１０での媒体の温度が蓄熱材の融点より高い中温（例えば＋１
５～＋２５℃）である場合には、ポンプ１４０を逆方向に駆動することによって、上部の
吐出口１２０から媒体を蓄熱槽１０１に注入し、下部の注入口１１０から媒体を吐出させ
る。
【００３７】
　なお、本実施の形態においても、制御部５０は、温度センサ１１１からの注入される媒
体の温度や、温度センサ１２１からの吐出される媒体の温度や、２つの温度の差、などに
基づいて、ポンプ１４０の駆動量を制御してもよい。また、本実施例においてポンプは注
入口と吐出口の両方に配置してあるものとし、注入口１１０での媒体の温度が蓄熱材の凝
固点より低い低温（例えば－５～＋５℃）である場合には注入口側のポンプを駆動し（吐
出口側は停止）、注入口１１０での媒体の温度が蓄熱材の融点より高い中温（例えば＋１
５～＋２５℃）である場合には吐出口側のポンプを駆動（注入口側は停止）させるものと
する。
【００３８】
　本実施の形態においても、蓄熱容器１３０は熱伝導率が大きい材料で形成されることが
好ましい。例えば、アルミニウムステンレスといった金属容器やアルミパウチといった金
属蒸着容器などのような、蓄熱剤パッケージの少なくとも一部に１００Ｗ（ｍ・Ｋ）以上
の材料が用いられることが望ましい。あるいは、樹脂容器の一部に金属材を用いたり、樹
脂材に伝熱性の高いフィラーを樹脂に添加したり、するなどして蓄熱容器１３０の伝熱性
の向上を図っても良い。
【００３９】
　以上の構成により、本実施の形態にかかる蓄熱システム１００は、空気調和機１のヒー
トポンプサイクル１０で伝熱された媒体が低温である場合には蓄熱槽１０１の下方から媒
体を流し、媒体が中温である場合には蓄熱槽１０１の上方から媒体を流すので、従来より
も効率的に媒体が有する熱量を蓄熱容器１３０，１３０・・・内の蓄熱剤に伝えることが
できる。特に、蓄熱槽１０１内の上部の媒体の温度と下部の媒体の温度とに温度差がある
と相対的に温度が高い媒体が浮力によって鉛直上方向に移動するため、より均一に媒体が
循環することで熱交換が促進される。また、媒体の流れが遅い場合に、より顕著に熱交換
の効率が上昇する。
【００４０】
　図３～図５を参照することによって、低温の媒体の通水時と中温の媒体の通水時とで媒
体の流れの方向を逆にすることによって熱交換量が大きくなることがわかる。なお、図３
は、本実施の形態にかかる低温の媒体を４時間流した後に中温の媒体を２時間流した時の
蓄熱槽１０１を経由した媒体の温度の変化を示すグラフである。図４は、本実施の形態に
かかる中温の媒体の通水開始時を起点としたΔＴ（＝注水温度-出水温度）の変化を示す
グラフである。図５は、本実施の形態にかかる低温媒体通水による凍結後に各種通水速度
で中温媒体通水したときの熱交換量の変化を示すグラフである。
【００４１】
　ここで、本測定においては、蓄熱槽１０１としては内寸が１８×３８×２０ｃｍ３サイ
ズの発泡材の内面に金属箔を貼り付けたものを使用した。複数の蓄熱容器１３０としては
外寸が１８×２８×３ｃｍ３、肉厚が１．５ｍｍであるパッケージ内部に各１Ｌの水系蓄
熱剤媒体を入れたものを５個使用した。複数の蓄熱容器１３０は、８ｍｍの間隔で積層し
た。媒体としてはエタノール：水＝１：１の混合溶液を用いた。
【００４２】
　前記のように媒体を流す方向を切り替えることで、特に切り替えの初期において、媒体
と蓄熱剤との熱交換量（Ｑ）が大きくなることがわかる。なお、単位時間あたりの熱交換
量Ｑ［Ｗ＝Ｊ／Ｓ］は下記の関係式（１）から求めた。
Ｑ［Ｗ］＝Ｇ［ｋｇ／Ｓ］＊ｃ［Ｊ／（ｋｇ・Ｋ）］＊ΔＴ［Ｋ］）・・・式（１）
　＜第３の実施の形態＞
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【００４３】
　媒体と蓄熱剤との熱交換量を大きくする場合、媒体の流量を大きくすることで熱交換量
をある程度まで大きくすることができる。一方、媒体と蓄熱剤の１回あたりの接触におけ
る熱交換量が小さいと蓄熱槽１０１から流出する媒体の温度が所望の温度まで低下または
上昇しない。そこで、本実施の形態かかる蓄熱システム１００は、蓄熱槽１０１を通過し
た媒体を、空気調和機１のヒートポンプサイクル１０に戻す前に、再度蓄熱槽１０１を循
環させるものである。
　＜第４の実施の形態＞
【００４４】
　本実施の形態においては、図６に示すように、ポンプ１４０とバイパス回路１５０とに
加えて、第２のポンプ１６０がバイパス回路１５０に配置される。なお、ポンプ１４０は
、バイパス回路１５０との分岐の上流に配置されてもよいし、バイパス回路１５０との分
岐の下流に配置されてもよい。
【００４５】
　そして、より詳細には、本実施の形態にかかる制御部５０は、以下のような処理を実行
する。なお、図７は、本実施の形態にかかる制御部５０の処理を示すフローチャートであ
る。本実施の形態においては、制御部５０は、吐出される媒体の目標温度Ｔｔや、目標の
熱量Ｑｔをそのメモリに記憶する。
【００４６】
　図７を参照して、制御部５０は、定期的に、注入口１１０近傍の温度センサ１１１から
媒体の温度を取得する（ステップＳ２０２）。制御部５０は、吐出口１２０近傍の温度セ
ンサ１２１からも媒体の温度を取得する（ステップＳ２０４）。
【００４７】
　制御部５０は、吐出口１２０近傍の温度センサ１２１からの媒体の温度Ｔが目標の温度
Ｔｔから所定の範囲内であるか否か、また関係式（１）で計算される熱量Ｑが目標の熱量
Ｑｔから所定の範囲内であるか否かを判断する（ステップＳ２０６）。
【００４８】
　なお、流量Ｇに関しては、予め設定されていてもよい。より詳細には、ＡＣモータを利
用する場合はモータを駆動したときの流量Ｇを設定しておくことが好ましい。ＤＣモータ
を利用する場合はモータに印加する電圧と流量Ｇとの関係式などを予め設定しておくこと
が好ましい。
【００４９】
　吐出口１２０近傍の温度センサ１２１からの媒体の温度Ｔが目標の温度Ｔｔから所定の
範囲内であり、かつ熱量Ｑが目標の熱量Ｑｔから所定の範囲内である場合（ステップＳ２
０６にてＹＥＳである場合）、制御部５０は、流量制御弁１５５を閉鎖する（ステップＳ
２０８）。制御部５０は、温度Ｔなどに基づいて第１のポンプ１４０を駆動しつつ、第２
のポンプ１６０の運転は停止する（ステップＳ２１０）。
【００５０】
　一方、吐出口１２０近傍の温度センサ１２１からの媒体の温度Ｔが目標の温度Ｔｔから
所定の範囲内ではない場合、あるいは熱量Ｑが目標の熱量Ｑｔから所定の範囲内でない場
合（ステップＳ２０６にてＮＯである場合）、制御部５０は、流量制御弁１５５を開放す
る（ステップＳ２１２）。制御部５０は、温度Ｔなどに基づいて、第１のポンプ１４０だ
けでなく第２のポンプ１６０も駆動させる。
【００５１】
　なお、制御部５０は、吐出口１２０近傍の温度センサ１２１からの媒体の温度Ｔと目標
の温度Ｔｔとの差が大きいほど、また熱量Ｑと目標の熱量Ｑｔとの差が大きいほど、第１
のポンプの駆動量や第２のポンプ１６０の駆動量を大きくすることが好ましい。
　＜第５の実施の形態＞
【００５２】
　第４の実施の形態では、ポンプ１４０が蓄熱槽１０１の上流に配置され、流量制御弁１
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５５がバイパス回路１５０に配置されていた。しかしながら、図８に示すように、ポンプ
１４０は、蓄熱槽１０１の直後、すなわち蓄熱槽１０１の媒体の低温時における下流側に
配置されてもよい。
【００５３】
　あるいは、図９に示すように、流量制御弁１５５が媒体の低温時におけるバイパス回路
１５０との分岐の下流に配置されてもよい。
【００５４】
　あるいは、図１０に示すように、ポンプ１４０が、蓄熱槽１０１の直後、すなわち蓄熱
槽１０１の媒体の低温時における下流側に配置されて、流量制御弁１５５が媒体の低温時
におけるバイパス回路１５０との分岐の下流に配置されてもよい。
　＜第６の実施の形態＞
【００５５】
　第３から第５の実施の形態においては、蓄熱システム１００が、バイパス回路１５０と
流量制御弁１５５とを有するものであった。しかしながら、たとえば図１１および図１２
に示すように、第３から第５の実施の形態の蓄熱システム１００に関して、流量制御弁１
５５を配置しない構成を採用してもよい。
　＜第７の実施の形態＞
【００５６】
　次に、本実施の形態にかかる蓄熱システム１００は、蓄熱槽が２つのパートに分けられ
るものである。図１３は、本実施の形態にかかる空気調和機１の全体構成を示す正面概略
図である。
【００５７】
　図１３を参照して、本実施の形態にかかる空気調和機１の蓄熱システム１００において
は、蓄熱槽１０１が仕切り板１７０によって前段部１０１Ａと後段部１０１Ｂとに分けら
れる。そして、複数の蓄熱容器２３０は、前段部１０１Ａと後段部１０１Ｂとに分かれて
配置される。
【００５８】
　仕切り板１７０は図示しないモータによって駆動される歯車１７５によって、壁面に対
して上下方向に摺動移動する。そして、制御部５０が、当該モータを制御する。
【００５９】
　仕切り板１７０が下方へ位置するときは、仕切り板１７０の上方にて、前段部１０１Ａ
から後段部１０１Ｂへと、前段部１０１Ａの下部から上部の蓄熱剤と熱交換をした後の媒
体が流れる。一方、仕切り板１７０が上方へ位置するときは、仕切り板１７０の下方にて
、前段部１０１Ａから後段部１０１Ｂへと、前段部１０１Ａの下部の蓄熱剤と熱交換をし
た媒体が流れる。
【００６０】
　これによって、例えばエコキュート（登録商標）の冷排熱を伝熱させることにより発生
する比重の重い低温媒体（－５～＋５℃）の循環時に仕切り板１７０を下部に降ろしてお
くことで、蓄熱剤を下から順に効率良く凍結させることができる。一方、例えば昼間のエ
アコン駆動時などに室外機で発生する排熱を伝熱させることにより発生する比重の軽い中
温媒体（＋１５～＋２５℃）の循環時に仕切り板１７０を上部に上げておくことで、蓄熱
剤を上から順に効率良く溶解させることができる。
【００６１】
　さらに、第２の実施の形態と同様に、中温の媒体が流れる時において、通水方向を反転
させることで、蓄えた冷熱をより有効利用できる。さらに、本実施の形態にかかる蓄熱シ
ステム１００は、第３～第６の実施の形態と同様に、バイパス回路１５０を備えてもよい
。
　＜第８の実施の形態＞
【００６２】
　次に、本実施の形態にかかる蓄熱システム１００は、蓄熱槽が２つのパートに分けられ
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たうえ、超音波によって蓄熱剤の過冷却を防止するものである。図１４は、本実施の形態
にかかる空気調和機１の全体構成を示す概略図である。
【００６３】
　図１４を参照して、本実施の形態にかかる空気調和機１の蓄熱システム１００において
は、仕切り板１７０の上方に超音波発生器１８０が搭載される。そして、制御部５０が、
媒体が所定の温度よりも低いか否かを判断することによって、低温の媒体が流れる際に、
超音波発生器１８０を駆動して、仕切り板１７０や媒体を介して、蓄熱剤に超音波振動を
伝達させる。
【００６４】
　これによって、超音波の振動によって蓄熱容器１３０内の蓄熱剤の過冷却を抑えること
ができる。このことは、蓄冷剤の固有の相変化温度（凝固点及び融点）で媒体との間で冷
却時において過冷却無しに相変化を起こすことによって所望の温度の熱を利用するととも
に、蓄熱剤を冷却するための熱源の消費電力を低減することに寄与する。蓄冷剤の過冷却
を抑えることにより、蓄熱剤に比べ安価なイオン交換水や純水等を用いた場合においても
、過冷却が起こるのを抑えることが可能である。なお、水系材料の一例としてはネオホワ
イト(R)（ＪＦＥエンジニアリング社製）が好適であるが、本方式により過冷却の発生を
低減できるため、蓄熱剤の内容物としては価格の点から水の含有量が５０％以上の水系材
料を用いることが好ましい。
【００６５】
　第１～第８の蓄熱システム１００は、空気調和機１のヒートポンプサイクル１０にて伝
熱された媒体の熱を蓄積するものであった。しかしながら、蓄熱システム１００は、空気
調和機１のヒートポンプサイクル１０に限らず、たとえば発電機やエンジンなどの他の装
置やシステムにて伝熱された媒体の温熱および／または冷熱を蓄積するものであってもよ
い。
【００６６】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は、上記した説明ではなく、特許請求の範囲によって示さ
れ、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図さ
れる。
【符号の説明】
【００６７】
１　　　　：空気調和機
１０　　　：ヒートポンプサイクル
５０　　　：制御部
１００　　：蓄熱システム
１０１　　：蓄熱槽
１０１Ａ　：前段部
１０１Ｂ　：後段部
１１０　　：入口（注入口）
１１１　　：温度センサ
１２０　　：出口（吐出口）
１２１　　：温度センサ
１３０　　：蓄熱容器
１４０　　：第１のポンプ
１５０　　：バイパス回路
１５５　　：流量制御弁
１６０　　：第２のポンプ
１７０　　：仕切り部
１７５　　：歯車
１８０　　：超音波発生部
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２３０　　：蓄熱容器
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